
審査対象事業一覧（総務文教分科会）

No 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課 資料ページ

1 ③ スマイルシティ・ライフ体験事業 3,888 2 1 9 152 ～ 155 シティセールス課 1～3

2
デジタル
スマイル アプリを活用した情報発信充実事業 2,099 2 1 9 152 ～ 155 シティセールス課 4～5

3 ① 防災情報伝達システム整備事業 9,680 2 1 14 162 ～ 165 総務課 6～9

4
①

スマイル 地域運営組織推進事業 117 2 1 22 168 ～ 169 市民活動推進課 10～11

5 ① 地域交流センター運営事業 74,192 2 1 23 168 ～ 171 市民活動推進課 12～13

6 ③ 文化会館改修事業 16,727 2 1 26 174 ～ 177 文化スポーツ推進課 14～17

7
③

スマイル パラサイクリングのまちＰＲ事業 896 2 1 28 176 ～ 179 文化スポーツ推進課 18～20

8 山口東京理科大学授業料等減免補助事業 84,360 2 7 1 198 ～ 201 大学推進室 21～22

9 山口東京理科大学運営費交付金事業 1,620,304 2 7 1 198 ～ 201 大学推進室 23～24

10 山口東京理科大学施設整備事業 207,804 2 7 1 198 ～ 201 大学推進室 25～28

11
②

デジタル ＧＩＧＡスクール推進事業 67,457 10
2

3

2

2

336

342

～

～
339

345
学校教育課 29～30

12 デジタル 学校図書システム更新事業 2,520 10 2 2 336 ～ 339 学校教育課 31～34

13 ② 高千帆小学校校舎整備事業 434,749 10 2 3 338 ～ 339 教育総務課 35～38

14 プラネタリウム投映事業 737 10 5 6 360 ～ 363 社会教育課 39～39

審査対象事業一覧（民生福祉分科会）

No 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課 資料ページ

15 デジタル キャッシュレス決済導入事業 2,829 2 1 9 152 ～ 155 市民課 40～41

16 デジタル マイナンバーカード交付関連事務事業 4,767 2 3 1 186 ～ 191 市民課 42～46

17 空家等の適正管理の補助事業 4,376 2 1 13 160 ～ 161 生活安全課 47～55

18
②

デジタル 子育て支援アプリ導入事業 605 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 56～58

19 ② 出産祝金給付事業 15,827 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 59～59

20 ② 入学祝金給付事業 24,341 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 60～60

21 ② 小野田地区公立保育所整備事業 5,515 3 2 4 228 ～ 233 子育て支援課 61～66

22 ② ねたろう保育園運営事業 21,658 3 2 4 228 ～ 233 子育て支援課 67～67

23
②

スマイル 多胎妊産婦支援事業 66 4 1 1 244 ～ 249 健康増進課 68～68

24
大学連携
スマイル スマイルエイジング薬局事業 605 4 1 1 244 ～ 249 健康増進課 69～69

25 がん患者医療用補整具購入費助成事業 152 4 1 2 250 ～ 251 健康増進課 70～70

26 スマイル
子宮頸がんワクチンキャッチアップ接種
事業

7,939 4 1 2 250 ～ 251 健康増進課 71～71

27 小野田浄化センター施設整備事業 2,169 4 2 3 264 ～ 265 環境課 72～73

決算書
ページ

決算書
ページ



R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

15

3

2

1

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 ＰＯＳレジシステムの設置数 成果

1

1

100.0%

0.30人 1,720千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

1/2

2,829千円

県支出金

国庫支出金 1,414千円

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

271千円2,829千円

事
業
概
要

キャッシュレス決済対応のＰＯＳレジシステムを導入することにより、クレジット
カードや電子マネー等による現金以外での支払方法が可能となり、市民の利
便性向上及び職員の手数料収納業務の効率化並びに、市が掲げるＩＣＴ技
術の利活用による市のデジタル化の推進を図ることが出来る。
また、現金の取り扱いが減少することで、接触機会の減少が可能となり、新型
コロナウイルス等の感染症拡大の予防となる。

市民及び職員

キャッシュレス決済対応ＰＯＳレジシステムの導
入

電子マネー等での支払いが可能となることで
の市民の利便性の向上、職員の手数料収納
業務の効率化

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

機器保守管理委託料

スマート自治体推進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 キャッシュレス決済導入事業

271千円

一般財源 1,415千円 271千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

令和４年１０月にPOSレジシステムを導入した。現金以外の決済方法を選択することができるようになり、来庁者の
利便性向上に繋がり、また職員も窓口で現金を扱うことがなくなったことにより、事務の効率化が図れた。

継続して利用する。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 29千円 通信運搬費

手数料

77千円 機器保守管理委託料 159千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

市民課 住民係 事務事業番号 232050403

事業区分

政策的

スマイルエイジング

機械器具費 2,694千円

29千円 手数料 64千円

48千円

重点プロジェクト

デジタル化

4,549千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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決済別集計表

令和4年10月1日 から 令和5年3月31日 まで

件数 金額 件数割合 金額割合

現金 15,232 6,108,330 91.01% 91.89%

キャッシュレス決済 1,504 539,130 8.99% 8.11%

クレジット 363 159,500 2.17% 2.40%

Edy 100 37,750 0.60% 0.57%

交通系IC 31 9,050 0.19% 0.14%

WAON 46 12,350 0.27% 0.19%

nanaco 14 4,620 0.08% 0.07%

QUICPay 32 10,450 0.19% 0.16%

ｽﾏ-ﾄﾌｫﾝ決済 918 305,410 5.49% 4.59%

PayPay 498 161,310 2.98% 2.43%

楽天ペイ 58 16,000 0.35% 0.24%

au PAY 183 60,500 1.09% 0.91%

d払い 179 67,600 1.07% 1.02%

16,736 6,647,460 100.00% 100.00%

期間

決済種別

合計

（

再
掲
）
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

システム保守委託料 37千円 電算ソフトウェア保守委託料

通信運搬費 405千円 通信運搬費

電算保守委託料 44千円

14,096千円

64.7%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

市民課 住民係 事務事業番号 232050901

事業区分

義務的

396千円

スマイルエイジング

電算機保守委託料 145千円 使用料及び賃借料 621千円

377千円 需用費 679千円

1,549千円

66千円

642千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

印刷製本費 215千円 印刷製本費 113千円 印刷製本費 202千円 役務費

消耗品費 203千円 消耗品費 158千円 消耗品費

711千円 委託料 146千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

電算機保守委託料

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカードの交付について、毎週水曜日の夜間窓口、月２回の臨時交付休日窓口を開設し、交付率の
向上に繋がった。またマイナンバーカードの普及に伴い、関係事務の取扱件数が増えたが、交付管理システムを
活用し滞りなく業務を遂行することができた。

マイナンバーカードの普及に伴い、事務量が増加し続けることが予想されることから、今後も交付管理システムを
利用して効率的な事務運用を行っていく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

2,995千円

一般財源 56千円 96千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

庁用器具費 1,312千円 システム改修委託料・他（追加分） 1,809千円

通信運搬費

80千円

社会保障・税番号制度対応
事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 マイナンバーカード等交付関連事務事業

事
業
概
要

　番号法の施行により、平成２７年１０月から国民にマイナンバーが付番・通知
され、平成２８年１月から申請者にマイナンバーカードを交付している。交付
後は、住所や氏名等の記載事項に変更が生じた場合の券面記載事項の書
き換え等の手続や、電子証明書更新、暗証番号の変更、マイナンバーカード
の有効期限満了に伴う切替等の手続きを随時行う。

マイナンバーカードを保有する全住民

システムのバージョンアップや交付窓口体制
等の充実

マイナンバーカードの円滑な交付等

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

9

機械器具借上料 224千円

支出内訳

2,995千円

機械器具借上料 542千円 機械器具借上料 1,109千円 システム利用料

2,758千円 3,977千円 2,055千円

2,995千円

県支出金

国庫支出金 10/10 2,055千円 10/10

地方債

2,702千円 10/10 3,881千円 10/10

2,758千円 3,977千円 2,055千円

3.70人 12,041千円

総経費 7,399千円 18,627千円

人工数 人件費 1.50人 4,641千円 4.91人 14,650千円

47.6% 70.8% 100.0%

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 個人番号カード交付率 成果

100.0%

29.5% 45.8% 72.0%

62.0% 72.0%

設定しない 設定しない 設定しない -

- - -

126件 1,244件 1,805件

16

3

2 マイナンバーカードの記載事項変更件数 活動
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

電算機保守委託料 21千円 電算機保守委託料

通信運搬費 333千円 通信運搬費

機械器具借上料 14千円

19,583千円

64.7%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

市民窓口課 市民サービス係 事務事業番号 232052001

事業区分

義務的

スマイルエイジング

電算機保守委託料 101千円 電算機保守委託料 101千円

79千円 消耗品費 116千円

212千円

101千円

444千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

印刷製本費 132千円 印刷製本費 66千円 印刷製本費 86千円 印刷製本費

消耗品費 75千円 消耗品費 120千円 消耗品費

529千円 通信運搬費 1,085千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

機械器具借上料

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカードの交付率が全国平均の６７．０％を上回り７２．０％となり２６．２％増加した。臨時交付休日窓
口の開設やタブレットによる申請支援等を行い、交付率向上に繋げた。

マイナンバーカード交付率は、前年度より増加し全国平均を上回ったが目標には達していない。今後もマイナンバーカードを
受け取りに来ていない人について督促状等の発送やタブレットによるマイナンバーカード申請手続きの支援を継続し、カードの
取得推進を図る。
また、マイナンバーカード保有者が増加し関連業務の増加が見込まれるので、効率的な事務を行っていく必要がある 。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

現状維持

1,587千円

一般財源 22千円 36千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

通信運搬費

515千円

社会保障・税番号制度対応
事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 マイナンバーカード等交付関連事務事業

事
業
概
要

　番号法の施行により、平成２７年１０月から国民にマイナンバーが付番・通知され、平
成２８年１月から申請者にマイナンバーカードを交付している。交付後は、住所や氏名
等の記載事項に変更が生じた場合の券面記載事項の書き換え等の手続や、電子証
明書更新、暗証番号の変更、マイナンバーカードの有効期限満了に伴う切替等の手
続が必要となる。
　政府は、「経済財政運営と改革の基本方針2019」において、安全・安心で利便性の
高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和４年度中にほとんどの
住民がマイナンバーカードを保有することを想定している。
　市民窓口課では、職員が市民のマイナンバーカード申請手続きを支援することで、
カードの取得推進を図る。

市民

マイナンバーカード申請支援・交付窓口体制
等の充実

マイナンバーカードの普及・促進・円滑な交付
等

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

20

機械器具借上料 73千円

支出内訳

1,587千円

機械器具借上料 73千円

備品購入費 1,210千円 庁用器具費 33千円

1,785千円 1,279千円 868千円

1,587千円

県支出金

国庫支出金 10/10 868千円 10/10

地方債

1,763千円 10/10 1,243千円 10/10

1,785千円 1,279千円 868千円

4.71人 18,715千円

総経費 4,564千円 17,376千円

人工数 人件費 0.90人 2,779千円 3.55人 16,097千円

47.6% 70.8% 100.0%

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 個人番号カード交付率 成果

100.0%

29.5% 45.8% 72.0%

62.0% 72.0%

16

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

16

3

2 マイナンバーカードの申請件数 活動

設定しない 設定しない

-

6,685件

設定しない 設定しない 設定しない

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 マイナンバーカードの記載事項変更件数 活動

設定しない

126件 1,244件 1,805件

- -

1.40人 5,069千円

総経費 千円 1,438千円

人工数 人件費 0.05人 221千円

地方債

10/10 1,195千円 10/10

1,217千円 951千円

772千円

県支出金

国庫支出金 725千円 10/10

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

14

支出内訳

1,018千円1,217千円 951千円

事
業
概
要

マイナンバーカードを保有した方の住所の異動や、マイナンバーカードの申
請、電子証明書の更新等の手続きの一部を南支所でも可能とするためにR3
年度に導入したシステムを運用する。

市民

統合端末等の運用

マイナンバーカード保有者の利便性の向上と
取得者数の増加

事業期間 R3 R9以降 予算種別 継続 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

電算機保守委託料

1,122千円

支所等運営事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 マイナンバーカード等交付関連事務事業

1,018千円

一般財源 22千円 226千円 246千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカード事務の取扱いを令和4年3月から南支所でも開始し、住所異動等に伴う記載事項変更や電子
証明書の更新等の手続きを住所地近くで完了させることができることとなり、市民の利便性向上に繋がっている。

マイナンバーカード保有者が増加したことから関連する手続きでの来所者も増加しており、また、理科大生の転
入によるカードの継続利用の手続き等が年度当初に集中するため、正確かつ迅速な対応が求めれれている。引
き続き、本庁等と密に連携を図りながら円滑に事務を遂行していく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 6千円 通信運搬費 62千円 通信運搬費

消耗品等 5千円 消耗品費

79千円 電算機保守委託料 80千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

庁用器具費

南支所 事務事業番号 232051402

事業区分

義務的

スマイルエイジング

機械器具借上料 790千円 機械器具借上料 845千円

20千円 消耗品費 43千円

50千円

71千円

13千円

重点プロジェクト

デジタル化

機械器具借上料

電算機保守委託料

6,020千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

機械器具借上料

電算機保守委託料

3,266千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

埴生支所 事務事業番号 232051602

事業区分

義務的

スマイルエイジング

機械器具借上料 790千円 機械器具借上料 943千円

9千円 消耗品費 43千円

60千円

79千円

14千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 6千円 通信運搬費 55千円 通信運搬費

消耗品費 6千円 消耗品費

79千円 電算機保守委託料 80千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

庁用器具費

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカード事務の取扱いを令和４年３月から埴生支所でも開始し、住所異動等に伴う記載事項変更や
電子証明書の更新等の手続きを住所地近くで完了させることができることとなり、市民の利便性向上に繋がって
いる。

マイナンバーカード保有者が増加したことから関連する手続きでの来所者も増加しており、正確かつ迅速な対応
が求められている。引き続き、本庁等と密に連携を図りながら円滑に事務を遂行していく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

1,126千円

一般財源 21千円 226千円 246千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

電算機保守委託料

1,122千円

支所等運営事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 マイナンバーカード等交付関連事務事業

事
業
概
要

マイナンバーカードを保有した方の住所の異動や、マイナンバーカードの申
請、電子証明書の更新等の手続きの一部を埴生支所でも可能とするために
R3年度に導入したシステムを運用する。

市民

統合端末等の運用

マイナンバーカード保有者の利便性の向上と
取得者数の増加

事業期間 R3 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

16

支出内訳

1,126千円1,227千円 933千円

880千円

県支出金

国庫支出金 707千円 10/10

地方債

10/10 1,206千円 10/10

1,227千円 933千円

0.60人 2,333千円

総経費 千円 1,460千円

人工数 人件費 0.06人 233千円

設定しない 設定しない 設定しない

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 マイナンバーカードの記載事項変更件数 活動

設定しない

126件 1,244件 1,805件

- -

設定しない 設定しない

-

6,685件

16

3

2 マイナンバーカードの申請件数 活動
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R4年度　事務事業評価シート

2 10 4

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

17

3 空き家家財撤去補助件数 活動

60.0％

5件5件

3件

2 空き家改修補助件数 活動

2件 2件 2件

50.0％ 50.0％

1件 1件

5件 5件 10件

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 老朽危険空家等除却促進事業補助件数 活動

10件

4件 6件 8件

80.0% 80.0%

0.35人 1,679千円

総経費 2,693千円 5,363千円

人工数 人件費 0.15人 870千円 0.35人 1,863千円

地方債

729千円 交付対象額の1/2 1,000千円 交付対象額の1/2

1,823千円 3,500千円 4,376千円

2,000千円

県支出金

国庫支出金 交付対象額の1/2 1,353千円 交付対象額の1/2

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

・空き家家財道

支出内訳

7,000千円

・空き家家財道

具等処分費補助

1,823千円 3,500千円 4,376千円

事
業
概
要

今後、空家等の数の増加が見込まれ、それがもたらす問題が一層深刻化す
ることが懸念されることから、引き続き空家等の発生の抑制、利活用、除却等
の取組を強力に推進する必要がある。空家等の所有者等が自らの意思で財
産を守り、その価値を維持していくという強い意識を持つことが大切であること
から、所有者等の負担軽減を図るための各種補助金を交付することにより空
家等対策を進める。

空家等所有者等及び周辺住民

空家等の適正管理に係る各種補助金の交付

空家等の所有者等による適正管理及び利活
用の推進

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

等除却促進事業

空家等利活用事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 空家等の適正管理の補助事業

7,000千円

一般財源 1,094千円 2,500千円 3,023千円 5,000千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

申請者に対し、補助金を交付することにより老朽危険空家等の減少に寄与することができた。

より多くの市民に制度を知ってもらうため、現在の周知方法に加え、市公式ＳＮＳの活用や、空き家ガイドブックの
作成等を実施し、更なる周知に努める。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

拡充

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

・老朽危険空家 ・老朽危険空家 ・老朽危険空家 ・老朽危険空家

補助金 補助金 補助金

3,762千円 等除却促進事業 5,000千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防犯・交通安全・空家等・消費者保護対策の推進 空家等対策の推進

生活安全課 空き家対策室 事務事業番号 210040202

事業区分

政策的

160千円 具等処分費補助 500千円

スマイルエイジング

・空き家改修補助 454千円 ・空き家改修補助 1,500千円

補助金

1,000千円

2,500千円

重点プロジェクト

・空き家改修補助

等除却促進事業 1,823千円 等除却促進事業

6,055千円

120.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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令和４年度空家等の適正管理の補助事業実績 

１ 老朽危険空家等除却促進事業補助金交付事業実績 

〇申請件数  12件（うち交付決定件数 8件） 

〇交付決定額 3,762,000円（当初予算額 5,000,000円） 

  〇内訳 

No. 

老朽危険

空 家 等 

所在校区 

申請日 
不良度 

判定※ 
対象面積 対象事業費 

補助金 

交付額 

① 
有帆小 

学校区 
R4.5.25 105点 

居住の用に供されていたものでないこと及び周

囲に対する危険度判定の結果に基づき不交付 

② 
本山小 

学校区 
R4.5.26 75点 

不良度判定及び周囲に対する危険度判定の結果

に基づき不交付 

③ 
高泊小 

学校区 
R4.6.29 105点 110.00㎡ 2,137,143円 500,000円 

④ 
小野田小 

学校区 
R4.6.28 120点 46.41㎡ 787,600円 262,000円 

⑤ 
小野田小 

学校区 
R4.7.17 95点 不良度判定の結果に基づき不交付 

⑥ 
本山小 

学校区 
R4.7.26 120点 194.70㎡ 2,825,900円 500,000円 

⑦ 
小野田小 

学校区 
R4.8.19 140点 131.11㎡ 1,520,200円 500,000円 

⑧ 
高泊小 

学校区 
R4.11.15 130点 219.40㎡ 2,831,684円 500,000円 

⑨ 
埴生小 

学校区 
R4.12.8 110点 141.90㎡ 2,249,937円 500,000円 

⑩ 
厚陽小 

学校区 
R4.12.26 75点 不良度判定の結果に基づき不交付 

⑪ 
厚狭小 

学校区 
R5.1.5 120点 96.83㎡ 1,620,000円 500,000円 

⑫ 
赤崎小 

学校区 
R5.1.17 145点 56.10㎡ 1,595,000円 500,000円 

計 3,762,000円 

※不良度判定･････１００点以上該当
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２ 空き家利活用改修補助金交付事業実績 

〇申請件数  1件（うち交付決定件数 1件） 

〇交付決定額 454,000円（当初予算額 1,500,000円） 

〇内訳 

No. 

対  象

空 き 家 

所在校区 

申請日 

空き家 

バンク 

物 件 

購入日 

改修内容 対象事業費 
補助金 

交付額 

① 
高千帆 

小学校区 
R4.11.21 R4.8.9 

システムキッチ

ン・サッシの改

修

909,000円 454,000円 

計 454,000円 

３ 空き家家財道具等処分費補助金交付事業実績 

〇申請件数  3件（うち交付決定件数 3件） 

〇交付決定額 160,000円（当初予算額 500,000円） 

〇内訳 

No. 

対  象

空 き 家 

所在校区 

申請日 
空き家バンク

登録日 

対 象 

事業費 

補助金 

交付額 
備考 

① 
埴生小 

学校区 
R4.8.16 R4.5.17 100,000円 50,000円 

② 
埴生小 

学校区 
R4.9.7 R4.7.13 120,000円 60,000円 

③ 
出合小 

学校区 
R4.12.30 R3.7.15 100,000円 50,000円 成約済 

計 160,000円 

４ 制度の周知、案内等 

・固定資産税の納税通知書にチラシを同封（26,566件）

・市広報及び市ホームページに掲載

・パンフレット等作成・配布

宅建協会、不動産協会、解体業者等へパンフレットを送付し案内

・市役所、総合事務所、各支所、各出張所等へパンフレット及び手続書類を設置
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

18

3

2

800人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 アプリ登録者数 活動

1,000人

429人

53.6％

0.10人 573千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

2/3

605千円

440千円

県支出金 1/6 129千円 1/6 110千円

国庫支出金 514千円 2/3

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

660千円605千円

事
業
概
要

妊娠期から子育て期まで切れ目なくサポートすることができる子育て支援ア
プリを導入する。

子育て世代

子育て支援アプリを導入

子育て支援情報の発信による子育て支援の充
実

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

子育て世代応援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

5 子育て支援アプリ導入事業 ２－（１）

660千円

一般財源 -38千円 110千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

令和４年７月からサービスを開始した。このアプリには、妊産婦と子どもの健康データの記録・管理や予防接種の
スケジュール管理、出産・育児に関するアドバイスの提供、離れた地域に住む祖父母など家族との共有機能や、
市が配信する地域の情報をお知らせするなど、育児や仕事に忙しい母親や父親を助けてくれる便利な機能が搭
載されており、子育て支援の充実に寄与するものである。

目標の登録数に向けて、引き続きチラシ配布、ポスター掲示等をし、アプリの周知を図る。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

システム利用料

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

子育て支援課 事務事業番号 201020105

事業区分

政策的

スマイルエイジング

605千円 システム利用料 660千円

重点プロジェクト

デジタル化

1,178千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

19

3

2

350人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 出産祝金の対象者数 活動

350人

316人

90.3％

0.20人 492千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

10/10

15,827千円

県支出金

国庫支出金 15,477千円

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

15,827千円

事
業
概
要

次代を担う子どもの健全育成を図ること及び子育て世代の定住を目的とし
て、新生児の保護者に対して祝金を給付する。

新生児の保護者

対象者に定額の祝金を給付

給付金による子育て支援

事業期間 R4 R4 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

印刷製本費

子育て世代応援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

7 出産祝金給付事業 ２－（１）

一般財源 350千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 令和５年度からは、国庫補助を活用した「子育て応援ギフト事業」を展開。

次代を担う子どもの健全育成を図るとともに、子育て世代から選ばれ住み続けてもらえる子育て支援施策のひと
つとなった。当初、出産祝金を市独自の事業として実施したが、国の子育て施策として子育て応援ギフト事業を
実施することとなったため、令和４年度で事業を完了。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

完了

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 15千円

出産祝給付金

12千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

子育て支援課 事務事業番号 201020107

事業区分

政策的

スマイルエイジング

15,800千円

重点プロジェクト

16,319千円

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R4
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

24,628千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

子育て支援課 事務事業番号 201020108

事業区分

政策的

スマイルエイジング

印刷製本費 172千円

24,250千円 入学祝給付金 51,000千円

40千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 74千円 通信運搬費

入学祝給付金

17千円 消耗品費 58千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

次代を担う子どもの健全育成を図るとともに、子育て世代から選ばれ住み続けてもらえる子育て支援施策のひと
つとなっている。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

51,270千円

一般財源

ふるさと支援基金 51,270千円その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

印刷製本費

子育て世代応援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

8 入学祝金給付事業 ２－（１）

事
業
概
要

次代を担う子どもの健全育成を図ること及び子育て世代の定住を目的とし
て、小学校入学を迎える子どもの保護者に対して祝金を給付する。

小学校入学を迎える児童の保護者

対象者に定額の祝金の給付

給付金による子育て支援

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

51,270千円24,341千円

県支出金

国庫支出金 24,341千円

地方債

10/10

24,341千円

0.05人 287千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

500人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 入学祝金の対象者数 活動

500人

485人

97.0%

20

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

用地購入費

↓９月補正

8,955千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

子育て支援課 事務事業番号 201010106

事業区分

政策的

水路・造成工事 20,752千円

スマイルエイジング

消耗品 98千円

3,410千円 実施設計（建築） 9,200千円

12,914千円

71,006千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

補償費算定業務委託料 5,445千円 設計委託料 （基本設計） 2,100千円 地質調査

旅費 32千円 旅費 24千円 測量調査委託料

5千円 建築確認手数料 1,245千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 働く子育て家庭の支援

補償費

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 令和９年４月１日新園舎供用開始予定

令和４年度は用地境界確定測量を行うとともに基本設計業務に着手した。計画的に事業を進め、小野田地区公
立保育所の環境改善を図る。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

56,928千円

一般財源 32千円 5,473千円

まちづくり魅力基金 4,940千円

3,415千円

100% 126,100千円

13,888千円

その他 まちづくり魅力基金

80% 38,100千円

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

消耗品

55,098千円

保育所等運営支援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

6 小野田地区公立保育所整備事業 ２－（１）

事
業
概
要

市内の公立保育所は、いずれも老朽化や定員に対する入所児童割合の不
均衡による運営の非効率等の課題を抱えている。これらを改善するため、公
立保育所再編基本計画に基づき、公立保育所の再編整備を行う。
小野田地区の日の出保育園は、現在の120名定員と同規模で、令和３年度
に購入した既存園舎北側土地に建て替える。令和４年度は用地境界確定測
量を行うとともに基本設計業務に着手した。

公立保育所

再編計画に基づき再編整備する

公立保育所の環境改善及び運営の効率化を
実現する

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

56,928千円

実施設計（水路・造成） 3,600千円

【繰越】設計委託料 （基本設計） 9,119千円

32千円 131,573千円 5,515千円

県支出金

国庫支出金

2,100千円

地方債

32千円 131,573千円 5,515千円

0.60人 3,440千円

総経費 1,772千円 132,730千円

人工数 人件費 0.30人 1,740千円 0.20人 1,157千円

減少 減少 減少

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
待機児童数（厚生労働省基準）
3月末現在

成果

減少

15人 33人 18人

- -

21

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

22

3

2

減少 減少 減少

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
市内保育所の待機児童数（厚生労働省基準）
3月末現在

成果

減少

15人 33人 18人

- -

0.05人 287千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

17,600千円

地方債

1/3

21,658千円

299千円

県支出金 1/3 17千円 1/3 299千円

国庫支出金 17千円 1/3

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

使用料及び賃借料 1,880千円

支出内訳

24,342千円

使用料及び賃借料 2,234千円

負担金、補助及び交付金

その他 70千円

21,658千円

事
業
概
要

市内の公立保育所は、いずれも老朽化や定員に対する入所児童割合の不
均衡による運営の非効率等の課題を抱えている。これらを改善するため、公
立保育所再編基本計画に基づき、公立保育所の再編整備を行う。
山陽地区４園の公立保育所については２園に再編整備し、そのうち１園を厚
狭駅南部地区に定員１４０人の保育所を新設整備した。この事業は令和４年
度に新設したねたろう保育園の運営に係るもの。

公立保育所

再編計画に基づき再編整備する

公立保育所の環境改善及び運営の効率化を
実現する

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

その他 35千円

役務費

保育所等運営支援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

7 ねたろう保育園運営事業 ２－（１）

24,342千円

一般財源

保育所使用料等 23,505千円

4,024千円 239千円

その他 保育所使用料　等

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

山陽地区の４園を２園に統廃合したことにより、子どもたちが安全で快適に過ごすことができる環境を整備するとと
もに入所児童に対し適切な人数の保育士を配置することができ、運営の効率化を進めることができた。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

需用費 16,643千円 需用費

報償費

469千円 役務費 605千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 働く子育て家庭の支援

子育て支援課 事務事業番号 201010107

事業区分

政策的

122千円 負担金、補助及び交付金 273千円

スマイルエイジング

委託料 2,499千円 委託料 3,017千円

10千円 報償費 20千円

18,123千円

交流

重点プロジェクト

知守 食事

運動

21,945千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

知守

181千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

健康増進課 健康増進係 事務事業番号 201050117

事業区分

政策的

スマイルエイジング

66千円 多胎妊娠の妊婦

76千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

健康診査委託料

印刷製本費

助成金 19千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 母子保健サービスの充実

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

多胎妊婦への支援体制を整えた。妊婦からは、「妊娠中は入院期間が長く、使用機会はなかったが、本市にお
いても支援してもらえることが、とても心強かった」という声をいただき、市の子育て支援策の一助にはなったと考
える。

本市が多胎妊婦健診を実施していることの更なる周知を行い、受診可能な医療機関を拡大していくとともに、妊
婦へも妊娠届出時の周知の徹底をすることで、必要な方が必要な時に使用できるよう体制を整えていく。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

拡充

95千円

一般財源 66千円 48千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

母子保健事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

17 多胎妊産婦支援事業 ２－（１）

事
業
概
要

多胎妊婦に対して、妊婦健康診査費用の追加助成を行うことにより心身等の
負担を軽減し、母子とその家族が安心して出産できるように支援する。

多胎妊婦

多胎妊娠の妊婦健康診査受診補助券の交付

単胎に対して追加で生じる心身等の負担の軽
減

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

95千円66千円

47千円

県支出金

国庫支出金 1/2

地方債

66千円

0.02人 115千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

随時

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
多胎妊娠の妊婦健康診査受診補助券の交付
申請件数

活動

随時

5

100.0％ 100.0％

0.0％

0.0％

23

3

2 多胎妊娠の妊婦健康診査受診率（１回目） 成果

-
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R4年度　事務事業評価シート

1 6 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

24

3

2 健康づくりに関するイベントの実施回数 成果

15回 15回

60.0％

9回

１５か所

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 スマイルエイジング薬局数 活動

15か所

9か所

60.0％

0.40人 2,293千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

605千円

地方債

605千円

177千円

県支出金

国庫支出金 1/2

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

支出内訳

363千円605千円

事
業
概
要

スマイルエイジングに向けた活動を展開する薬局を、薬局の申請により「スマ
イルエイジング薬局」に認定し、市民の健康づくりをサポートする健康拠点の
体制づくりを行い、市民の健康寿命の延伸を図る。
また、市薬剤師会、山陽小野田市立山口東京理科大学、行政の産官学連携
により推進体制を強化するとともに、他関係団体とも協働して実施できるよう
支援していく。

市内の薬局

スマイルエイジング薬局の認定

市民が身近な地域で健康に関する相談ができ
る健康拠点を増やす

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

健康づくり事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

12 スマイルエイジング薬局事業

363千円

一般財源 186千円

その他 ふるさと支援基金

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

市薬剤師会及び山口東京理科大学と連携しながら、市民が身近な地域で健康に関する相談ができる健康拠点
を設置することができた。また市民にスマイルエイジング薬局を認知してもらうために、初年度は広報等の周知活
動を重点的に行った。

市内にスマイルエイジング薬局を増やし、気軽に相談できる体制づくりを進める必要がある。また、より多くの市民
にスマイルエイジング薬局を認知してもらうためにも、引き続き周知と利用しやすい相談体制を市薬剤師会と連携
して取り組んでいく。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

拡充

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費

消耗品費

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 健康づくりの推進 地域ぐるみの健康づくりの充実

健康増進課 健康増進係 事務事業番号 206010212

事業区分

政策的

スマイルエイジング

605千円 消耗品費 354千円

9千円

重点プロジェクト

理科大

知守

2,898千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

1 6 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

25

3

2

随時

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 助成件数 活動

随時

５件

-

0.10人 573千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

152千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

306千円152千円

事
業
概
要

がん患者の心理的・経済的負担の軽減を図るため、がん治療に伴う脱毛や
乳房切除等によりウイッグや補整下着等を購入する費用の一部を助成するこ
とで、QOLの向上及び社会参加へつなぐ。

がん治療に伴う脱毛や乳房切除等によりウイッ
グや乳房補整具等を必要としている方で県の
助成対象にならない方

ウイッグや補整具等の費用の一部を助成する

がん患者の心理的・経済的負担の軽減を図
り、QOLの向上及び社会参加につなぐ

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

補整具購入助成費

成人保健事業（保健サービ
ス）

実施計画名 事務事業名 横断的施策

12 がん患者医療用補整具購入費助成事業

306千円

一般財源 152千円 306千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

新規事業であり、各がん相談支援センターを通じて周知したところ、５件の助成につながった。山口県アピアラン
スケア推進事業助成金に該当しない方を対象としており、がん患者の心理的・経済的負担の軽減につながった。

新たにがん患者となる人に、正しく有益な情報が伝わるよう、がん相談支援センター等と連携して継続的に周知
を実施する。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

がん患者医療用 通信運搬費

消耗品費

148千円 がん患者医療用

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 健康づくりの推進 地域保健サービスの充実

健康増進課 健康増進係 事務事業番号 206020112

事業区分

政策的

スマイルエイジング

補整具購入助成費 300千円

4千円 消耗品費 3千円

3千円

重点プロジェクト

725千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

2 13 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

27

3
小野田浄化センター整備事業
（設計・建設：下水道課主体事業）

活動

基本設計

2
小野田浄化センター整備事業
（計画・調査：下水道課主体事業）

活動

下水道事業計画変更等 測量・地質調査

100.0％

下水道事業計画変更等

ダイオキシン等分析調査

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
小野田浄化センター整備事業
（環境課主体事業）

活動

高分子焼却炉解体

ダイオキシン等分析調査

100.0％

0.38人 2,179千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

2,169千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

3

設計委託料（債務負担行為） 0千円

支出内訳

65,887千円

草刈等委託料 500千円

2,169千円

事
業
概
要

経年劣化が進行した小野田浄化センターを下水投入施設として新しく整備
する。事業の実施については、下水道課との共同で行うこととなり、予算につ
いても下水道事業会計での計上が必要であることから、施設整備及び維持
管理に係る費用をし尿処理負担金として下水道事業会計に支払うものとし、
令和４年度については、下水道事業計画変更業務委託のうち、下水投入施
設相当分を支出。負担金以外では、建設予定地に現存する高分子焼却炉
のダイオキシン等分析調査及び施設整備に関する先進地視察を実施。

小野田浄化センターの整備

施設整備方針検討の結果を基に整備を行う。

経年劣化が顕著な小野田浄化センターを整
備し、し尿及び浄化槽汚泥の安定処理を目的
とする。

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

分析委託料

一般廃棄物（し尿等）処理事
業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

10 小野田浄化センター施設整備事業

65,887千円

一般財源 2,169千円 7,187千円

その他

90% 58,700千円

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

下水投入施設の整備はR9年度の竣工を目指して事業を行っており、予定通りのスケジュールで進んでいる。

R６年度は建設に向けた実施設計業務を行う予定としており、受入先となる小野田水処理センターとの調整が重
要となることから、下水道課及び設計業務受託者と連携を図りながら事業を実施する必要がある。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

普通旅費 142千円 普通旅費

し尿処理負担金

298千円 設計委託料 3,857千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 自然環境の保全・循環型社会の形成 一般廃棄物処理の推進

環境課 環境政策係 事務事業番号 213050310

事業区分

政策的

スマイルエイジング

通行料 8千円 工事請負費 61,380千円

1,721千円 し尿処理負担金 0千円

150千円

重点プロジェクト

4,348千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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